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第一号様式 第一号様式
【表紙】 【表紙】
【提出書類】 有価証券通知書 【提出書類】 有価証券通知書
【根拠条文】 企業内容等の開示に関する内閣府令

第 条
【根拠条文】 企業内容等の開示に関する内閣府令

第 条
【提出先】


財務（支）局長 【提出先】


財務（支）局長

【提出日】 平成 年 月 日 【提出日】 平成 年 月 日
【会社名】


【会社名】

【代表者の役職氏名】


【代表者の役職氏名】
【本店の所在の場所】


【本店の所在の場所】

【電話番号】


【電話番号】
【事務連絡者氏名】


【事務連絡者氏名】

【最寄りの連絡場所】


【最寄りの連絡場所】
【電話番号】


【電話番号】

【事務連絡者氏名】


【事務連絡者氏名】
［１～４ 略］ ［１～４ 同左］

（記載上の注意） （記載上の注意）
 一般的事項  一般的事項
この様式（記載上の注意を含む。）は、主として監査役を設置する会社について示したもの
であり、監査等委員会設置会社及び指名委員会等設置会社については、これに準じて記載す
ること。例えば、取締役会の決議の状況を記載する場合において、会社法第399条の13第５
項又は

第６項の取締役会の決議による委任に基づく取締役の決定について記載するときは


そ

の旨並びに当該取締役会の決議の状況及び当該取締役の決定の状況について、同法第416条
第４項の取締役会の決議による委任に基づく執行役の決定について記載するときは


その旨並

びに当該取締役会の決議の状況及び当該執行役の決定の状況について記載すること。

この様式（記載上の注意を含む。）は、主として監査役を設置する会社について示したもの
であり、監査等委員会設置会社及び指名委員会等設置会社については、これに準じて記載す
ること。例えば、取締役会の決議の状況を記載する場合において、会社法第399条の13第５
項若しくは


第６項の取締役会の決議による委任に基づく取締役の決定について記載する場合
には


その旨並びに当該取締役会の決議の状況及び当該取締役の決定の状況について、同法第

416条第４項の取締役会の決議による委任に基づく執行役の決定について記載する場合には
その旨並びに当該取締役会の決議の状況及び当該執行役の決定の状況について記載するこ

と。
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〇 内 閣 府 令 第 三 号

金 融 商 品 取 引 法 （ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 二 十 五 号 ） 第 四 条 第 六 項 、 第 五 条 第 一 項 （ 同 条 第 五 項 （ 同 法 第 二 十 七 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 及 び 同 法 第 二 十 七 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 、 第 二 十

三 条 の 八 第 一 項 （ 同 法 第 二 十 七 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 、 第 二 十 四 条 第 一 項 及 び 第 三 項 （ こ れ ら の 規 定 を 同 法 第 二 十 七 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 、 第 二 十 四 条 の 四 の 二 第 一 項 及 び 第 二 項 （ こ

れ ら の 規 定 を 同 法 第 二 十 七 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 、 第 二 十 四 条 の 四 の 七 第 一 項 及 び 第 二 項 （ こ れ ら の 規 定 を 同 法 第 二 十 七 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 、 第 二 十 四 条 の 五 第 一 項 （ 同 法 第 二 十

七 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 、 第 二 十 四 条 の 七 第 一 項 及 び 第 二 項 （ こ れ ら の 規 定 を 同 法 第 二 十 七 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 並 び に 第 二 十 七 条 の 三 第 二 項 （ 同 法 第 二 十 七 条 の 二 十 二 の 二 第 二 項

に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 並 び に 金 融 商 品 取 引 法 施 行 令 （ 昭 和 四 十 年 政 令 第 三 百 二 十 一 号 ） 第 四 十 一 条 の 三 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 企 業 内 容 等 の 開 示 に 関 す る 内 閣 府 令 等 の 一 部 を 改 正 す る 内 閣 府 令 を

次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 年 一 月 二 十 六 日 内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三

企 業 内 容 等 の 開 示 に 関 す る 内 閣 府 令 等 の 一 部 を 改 正 す る 内 閣 府 令

（ 企 業 内 容 等 の 開 示 に 関 す る 内 閣 府 令 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 企 業 内 容 等 の 開 示 に 関 す る 内 閣 府 令 （ 昭 和 四 十 八 年 大 蔵 省 令 第 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重

傍 線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 そ の 標 記 部 分 が 同 一 の も の は 当 該 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る も の の よ う に 改 め 、 そ の 標 記 部 分 が 異 な る も の は 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄

に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 後 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 削 り 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て

い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。
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